
予定
実績
予定
実績

単位ｺｽﾄ

人

予定
実績

単位ｺｽﾄ
予定
実績

単位ｺｽﾄ

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

予定
実績

内

部

評

価

目

標

達

成

状

況

単
位
施
策
達
成
の
た
め
の
事
務
事
業

区分

施策 5104
妥当性 妥当 コスト削減の余地 無 受益者負担 適正

上位貢献度 有効 類似事業の有無 無 成果向上の余地 有
市民・幼稚園・高等学校事業者など対象
幼・保・小・中・高の連携推進、家庭教育支援の充実、地域社会と一体となった教育環境
の充実を図る。

施
策
が
目
指
す
姿

①相互職場交流研修会参加者数…平成29年度で60人(現状値47人)
②小中一貫教育実施中学校区数…平成29年度で14学区成

果
指
標

平成25年度
47.00
47.00

60,204
59,785

平成26年度
60.00
56.00

60,272
59,667

平成27年度
60.00
56.00

0
750

平成28年度
60.00
53.00

1,471
1,391

平成29年度
60.00

14.00

0

基本施策目標指標「保護者の学校教育に対する満足度」を高めるには、一貫性のある教育
の充実は必要不可欠であり、本単位施策の目標達成度による貢献度は高い。貢献度

相互職場研修会参加者数が53名となり、目標は達成できなかった。小中一貫教育について
は、推進研究校を指定し、実施に向けた小中一貫教育ガイドラインを作成できた。達成状況

小中一貫教育を進めるため一貫性のある教育活動を推進するための組織を準備する必要が
ある。研修会の参加について教職員が広く交流に参加できるよう働きかけが必要である。課題

小中一貫教育ガイドラインに基づき、中学校区ごとに目指す子ども像を設定し、一貫性の
ある教育活動を実施する。幼保小の教職員の研修交流をさらに活発化させる。取組方針

相互職場交流研修会参加者数は目標未達が続いており、教員の多忙感の解消も影響してい
ると感じられる。現場での実態把握に取り組まれているとのことから、今後は改善策の検
討を図られたい。
小中一貫教育実施中学校区数については、ガイドラインの作成による推進は評価できるが
、学校運営協議会での検討や人的交流の促進、地域との連携を図り、積極的な取組みを期
待したい。校区毎の特色やテーマを設定することも有効と思われるので、日立市の「NPO法
人日立理科クラブ」など近隣の事例を参考に、地域一体となった取組みを検討されたい。
本単位施策を進める事業数が少ないため、無予算事業も含めて新事業の掘り起こしをする
こと。

外

部

評

価

742901
事業ｺｰﾄﾞ 名 称 ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円) 達成度

小中一貫教育推進事業費 1,391

平成28年度

100

37200000

教育部 学校教育課

一貫性のある教育の充実

単位施策評価表 所属

成果指標１
[ ]
成果指標２
[ ]

成果指標３
[ ]

成果指標４
[ ]



事
後
評
価
備
考

事
業
改
善
計
画

（改善内容とその効果を具体的に記入）

事
業
費･

指
標
の
推
移

事
業
費

①相互職場交流研修会参加者数…平成29年度で60人(現状値47人)
②小中一貫教育実施中学校区数…平成29年度で14学区

国庫支出金

県支出金

地方債

その他特財

一般財源

事業費 a

人件費 b

減価償却費 c

総事業費
a＋b＋c

結果指標１

結果指標２

指標名 算出方法 単位 事
業
の
事
後
評
価

妥当性
コスト
削減の
余地

受益者
負担

上位
貢献度

類似事業
の有無

成果向上
の余地

事
業
の
内
容

そ
の
成
果

単位：千円、人

事
業
の
概
要

（事業完了（事業期間のない事業は平成３３年度）の目標）

達
成
目
標

児童生徒の学力の向上と小中の切れ目のない接続により「中１ギャップ」を解消するため、市
内各中学校ブロックごとに、目指す子ども像の実現に向けた特色ある教育課程の実施と、保護
者、地域と連携した学校評価の導入により、一貫性のある教育の充実を図る。
【主要事業】

事
会計

事業名

款項目 予算事業コード 事業区分 新規／その他 基本施策 単位施策

担当部課
係･担当チーム名 担当者

事業の性質 根拠法令等

主

従

事業期間 全体事業費
（人件費除） 千円

栃木市事務事業評価表 平成２８年度

一般 100103 742901 03 管理的事業 2 その他

小中一貫教育推進事業費 5104 学校教育の充実 一貫性のある教育の充実

教育部 学校教育課 指導係 平山 裕

2 自治事務 Ｈ２８ ～ Ｈ３３ 年度 1,128
（事業完了（事業期間のない事業は平成３３年度）までに、誰(何)を、どういう方法で、どうしたいのか。対象、手段の記入）

・各中学校ブロックごとの特色ある教育課程の編成実施（14ブロック）
・学校運営協議会制度を活用した学校評価の実施（14ブロック）

平成27年度決算額 平成28年度決算見込

595

46

641

750

0

1,391

6.00

6.00

平成２７年度 平成２８年度

【事業の内容】
・小中9年間の学びを支える仕組みと小中学
校が協働で学校改善に取り組む体制づくりの
研究。（2中学校区）
・学校評価の工夫・改善に関するガイドライ
ンの作成及び配付。（3,000部）
【成果】
2中学校区での取組の成果を生かし、「栃木
市小中一貫教育ガイドライン」を作成し、小
中学校教職員、学校運営協議会委員等に配付
した。

学校評価制度実施校数

小中一貫教育課程実施校数

実施校数 H28目標値：6校

実施校数 H28目標値：6校

校

校 妥当 無 適正 有効 無 有

・中学校ブロックごとに目指す子ども像を設定し、学校・家庭・地域で共有する。
・推進委員会が中心となり、重点目標を設定し、取組内容の重点化を図る。
・学校評価に小中一貫教育に係る事項を位置づけ、学校運営協議会とともに取組を検証し、改善を図る。

成
果
目
標

施
策

教育部 学校教育課

様式１


